
監査

特別寄稿

近代の会計の出発点が、取引の正

確な記録であり、フローレンス等の

商人の間で取引に争いが生じた場合

の証拠書類であったことは史実が示

している。そして、その信憑性が神

に誓う文言どおりに揺るぎないもの

であり続けていたら、企業の財務諸

表に対する監査の意味合いは地味な

ものにとどまったかもしれない。だ

が、神に誓う伝統がいつの間にか消

え、企業はとどまることなく進化・

変容し、監査する者の立場も大きく

変わってきた。そして、現実の経済

社会では、不幸なことに企業不正が

つきまとい、財務諸表の問題が俎上

にのぼる事例は跡を絶たない。

会計と監査は、会計監査関係以外

の一般の人々の眼には混然一体のも

のとして映っている。教科書等では、

会計基準は測定の物差し、監査基準

は物差しの当て方に譬えることが多

い。これを演劇に譬えれば、前面で

舞台を演じているのは企業経営者、

その財務的な立ち振る舞いを背後か

ら指南するのが資本市場と企業会計、

さらに、その背後でその振る舞いを

評価するのが外部からの会計監査と

いうことになろう。

近年、関心を集めている会計基準

の本でさえ、催眠の特効薬という揶

揄がある。ましてや、その奥にある

上記のような会計監査の論議は、題

目を聞いただけでも瞼が重くなる。

本稿では、2000年以降、時として

「水に落ちた犬」の観を呈した会計

監査のインフラ的な側面を、魯迅の

批判的な見方、すなわち、「打落水

狗」のか「不打落水狗」なのかを頭

の隅に置きながら、催眠にならない

ようにして振り返ってみることとし

たい。

以下では、筆者が2007年から

2014年にかけて従事した公益監視委

員 会 （Public Interest Oversight

Board、以下「PIOB」という。）に

ついて、Ⅰとして、監査基準の設

定等に対する会計監査論議の背景、

Ⅱ として、監査基準を取り巻く

PIOB等のシステマティックな状況、

Ⅲとして、さまざまな監査問題の

論議、最後にⅣとして、その背後

にある「公益」概念等を、順を追っ

て取り上げる。

近年の企業活動のグローバル化と

金融のグローバル化は、バラバラな

各国の会計基準や監査基準を国際的

な統一に向けてプッシュする原動力

となった。一方では、1973年に設立

された国際会計基準委員会（IASC）

による国際会計基準設定の活動が始

まり、IASCを改組した国際会計基

準審議会（InternationalAccounting

StandardsBoard、以下「IASB」と

いう。）に引き継がれ、今日の国際

財務報告基準（国際会計基準IASを

含むものとしてのInternationalFi-

nancialReportingStandards、以下

「IFRS」という。）に至っている。

他方、監査基準については、1980年
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代に入り、国際会計士連盟（Inter-

nationalFederationofAccountants、

以下「IFAC」という。）による動き

が契機となり、IFACに設けられた

国際監査・保証基準審議会（Inter-

national Auditing and Assurance

StandardsBoard、以下「IAASB」

という。）において作業が進められ、

今日の国際監査基準（International

StandardsonAuditing、以下「ISA」

という。）に至った1。

その後、2000年代に入ってから、

会計監査をめぐって２つの大きなう

ねりがあった。PIOBが直接関与す

る監査基準に焦点を絞れば、このう

ねりは監査の改革の方向を大きく左

右するとともに、筆者がボード・メ

ンバーであったPIOBの活動にも影

響を与えている。

１．第一のうねり：監査基準の設定

等に対するPIOBの監視の発足と

その後のレビュー

１－１．PIOBの監視の発足（2005年）

第一のうねりは、2001年のエンロ

ン（Enron）事件に端を発するもの

であり、ISA等の設定を監視する

PIOBの設立の背景となるものだっ

た。

それまでは、公認会計士が自らの

手で自らの業務の適否を判断する監

査基準を設定してきた。そして、

IAASBで設定されたISAはIFACに加

盟する公認会計士団体が遵守する指

針にとどまり、各国はそれぞれの国

内向けの監査基準を持つという状況

が2000年に入っても続いてきた。し

かし、2000年代に入って間もなく、

米国ではエンロン、ワールドコム

（WorldCom）等2による不正会計と、

これに関与した監査法人の業務が糾

弾された。また、欧州においてもオ

ランダのロイヤル・アホールド

（RoyalAhold）、イタリアのパルマ

ラット（Parmalat）等3、4の不正会計、

企業破綻が続出した。こうして、

2000年代初頭は、世界の会計監査史

上、最悪の事態となった5。

その影響は、監査基準、倫理基準

等の設定のあり方に及び、会計士の

団体に任せたままでよいのか、

IAASB等の位置づけをIFACから切

り離す可能性を含めて見直すべきで

はないかという議論も登場した（い

わゆる「IFAC改革」の論議である）。

同時に、その頃、欧州連合（以下

「EU」という。）の加盟国が増大す

る中で、EUの基準統合の一環とし

て監査基準の統合の気運も高まって

いた。

国際基準の設定のイニシアティブ

を取るという観点からすると、EU

内部には強い関心がくすぶっていた。

EU経済のインフラを整備する上で、

EU加盟国の問題意識を前面に出し

て納得のいく基準設定を実現する道

を拓くとともに、新規の加盟国を明

確な方向にいち早く集束させていく

ことができるという戦略もあった。

米国は、既に監査基準を確立してお

りEUと同じ立場ではなかったが、

国際基準を米国の基準に引き寄せよ

うとする意欲は強かった。多くの分

野で米国と歩調を共にする英国は、

会計監査についてはEU側に立って、

むしろ先導的な役割を果たそうとし

ていた。日本は、独自の会計基準を

重視しつつも、監査基準については

IAASB等の国際基準の設定の動きを

重視していた。一方、開発途上国や

市場移行国は、会計・監査基準の重

要性に対する認識がまだ浅かったこ

ともあり、事実上ゼロの発射台から

独自の基準を設定していくよりも、

一般的な国際基準を受け入れるとい

う志向が強かった。

さまざまな議論が行われ、結局、

主要国の監査問題の監督当局は、証

券監督者国際機構（InternationalOr-

ganizationofSecuritiesCommissions、

以下「IOSCO」という。）のような

監査問題関連の国際組織を中心とす

るモニターリング・グループ（Moni-

toringGroup、以下「MG」という。）

を設置し6、IAASB、IESBA、及び、

IAESB（以下、三者を合わせて基準

設定審議会、「SSBs」という。）7に強

い独立性を持たせてIFACに存続さ

せる一方、その基準設定の活動を、

新たに「公益」の観点から監視する

国際委員会を設置することに合意し

た。こうして、2005年２月末にPIOB

が発足し、「公益」の観点から監視

するとともに、SSBsのメンバーの

指名、及び、基準の実施面にも監視

の目を拡げることとなった8。この

ようなPIOBの活動は、2006年以降、

毎年５月に発表される年次報告書と

もいうべき「パブリック・レポート」

に記されている（会計監査問題の推

移は、本稿の末尾に掲げた参考資料

「会計監査の分野における2000年前

後の内外の動き」、「エンロン事件以

降の推移」、及び、「会計・監査基準

の国際的な動き」�、�を参照。）。

１－２．その後のレビュー（2010年）

前記の動きは、IFACの場で監査

基準等の設定を行うSSBsの活動を

監視するPIOB、また、PIOBの動き

をモニターするMGに着目して、三

層体制と呼ばれている。このMG－

PIOB－IFACの三層体制は、2005年

から５年を経過した2010年に、MG、

PIOB及びIFACによってレビュー

（effectivenessreview）されることと

なっていた9。そのレビューの直前

の2008年に国際的な金 融 危機
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（GlobalFinancialCrisis、 以 下

「GFC」という。）が生じ、その後、

ボディブローのように会計監査の分

野に根強い影響を与えていくことと

なった。

上記の５年経過のレビューの作業

が始まるタイミングは、監査基準等

の分野だけに焦点を当てれば、

IAASBのクラリティ・プロジェクト

（ClarityProject、ISAの全般的見直

し）が終了し（2009年３月）10、ま

た、会計監査人の独立性の問題を含

む倫理基準の改訂作業が完了（2009

年７月）11したばかりの段階だった。

こういう中で、第４回のパブリック・

レポート（2009年５月）は、一方で

2008年のGFC後の忍び寄る脅威を感

じながらも、他方で、従前の活動に

着目する内容を主としたものだった。

そして、第５回のパブリック・レポー

ト（2010年５月）は、新規の基準案

件、改訂案件の監視に加え、ISA等

の実施状況に視野を拡げるとともに、

GFCの影響の議論が高まる中で外部

とのコミュニケーションを高めなが

ら「IFAC改革」のレビューの作業

に協力する姿を映している。

上記のレビューは、2010年11月に

完了した。しかし、それ以前の2010

年後半には、IOSCOを中心として

MGは「IFAC改革」のレビューにお

いて厳しい見方に急速に変わってい

た。しかも、その関心は、監査基準

とともに倫理基準に向かった。その

背景には、上記に述べたGFCのボディ

ブローの影響がある。その結果、

MG－PIOB－IFACの三層体制のレ

ビューの内容の一部は、多くの関係

者が驚くような厳しさを持つことと

なった。すなわち、IOSCOを中心と

したMGは、PIOBが重視してきた全

般的な（comprehensive）監視のあ

り方を見直し、問題の軽重に応じた

対応を求め、また、監査人の独立性

の確保を強化すべくIESBAの議長の

独立性を強く求める等の18項目の指

摘を行った12。

これを受けて、PIOBは、MGの構

成メンバーやIFAC関係者の認識の

変化を踏まえて、その監視活動の舵

取りを見直すとともに、ISA及び倫

理基準等の改訂についてMGとの意

見交換を深めることを図った。トマ

ダキスPIOB議長は、第６回のパブ

リック・レポート（2011年５月）の

冒頭のメッセージでこのような

PIOBの監視活動の変化のインプリ

ケーションを述べている。その後、

PIOBは、その監視がSSBsによる基

準設定におけるデュー・プロセスを

超えて、「公益」の観点から基準等

の「内容（substance）」と「影響

（implications）」に立ち入るスタン

スを明確にした。同時に、基準設定

に対する監視体勢に優先順位をつけ

る、いわば、リスク・アプローチと

もいうべき方針を示した。これらは、

第７回のパブリック・レポート

（2012年５月）に示されている。こ

のような動きは「監視」の進化とも

いえるが、SSBs関係者の間では

「PIOBの監視活動が新たな次元に入

るもの」として反響を呼んだ。

２．第二のうねり：基準設定をめぐ

るガバナンスの論議とその後

第二のうねりは、2008年を前後と

するGFCを背景としている。それは、

米国においては2008年から2009年に

かけての劇的な対応の変化につながっ

た。しかし、欧州においては、米国

の場合とやや性格を異にして、根深

い連綿とした金融経済問題となった。

それは、2008年以降のアイスランド、

アイルランドの銀行破綻に続いて、

2010年のオランダ・ベルギーのフォ

ルティス銀行（Fortis）、英国のRBS

銀行、フランス・ベルギー系のデク

シア銀行（Dexia）、さらに、その後

の南欧諸国の金融機関の破綻となり、

今なお、経済・金融の苦境が続いて

いる13。これに伴い、破綻した金融

機関や企業に「問題なし」と判定し

てきた監査の役割と責任に対する疑

念が急速に強まった14。

この第二のうねりは、会計監査問

題のガバナンスの見直しと会計・監

査基準の厳密化・厳格化の２つの視

点に分けることができる。これまで

の会計監査問題に関する国際機関・

組織が公開した文書は、これら２つ

が厳然と区分されているわけでは必

ずしもないが15、しかし、2010年代

に入ってからの会計監査論議は、こ

の２つの視点で整理することが有効

であろう。

なお、IFRSとISAは、G20首脳会

議関係の文書でも言及された。これ

は、GFCに関係する金融商品会計と

その監査の可能性（auditability）を

めぐる議論のように緊急を要する課

題もあったが、会計監査の問題が金

融経済のインフラを形成する基本的

かつ国際的な課題という認識が高まっ

た結果であることはいうまでもない。

２－１．会計監査の基準等に対する

ガバナンスの見直し

ISAの設定に係るガバナンスの見

直しは、2012年３月に始まった。そ

れは、一般的には ・Whomonitors

thosewhomonitorothers?・という

循環論法に似た問題である。すなわ

ち、①基準を設定する者の活動を、

②誰が監視し、さらに、③別の誰が

②の監視を評価するかというガバナ

ンス問題である。具体的には、ISA

等の基準を設定する①のIFACの
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SSBsに対し、②それを監視する

PIOB、そのPIOBの活動をモニター

する③IOSCO等によって構成される

MGの関係を整理・明確化しようと

するものだった。この場合、監査基

準等の設定は、純粋な公的部門では

なく、民間主体によるという、いわ

ゆる、ソフト・ローの問題であるこ

とが議論のポイントとなった。この

ため、民間主体の活動を見守る行為

を ・monitor・あるいは ・oversee・等

どのような表現が適切かという議論

があり、民間主体であり公的部門の

関与は一歩後退するという意味で

・monitor・という表現が採られた、

と筆者は理解している。

（IFRSについては、監督当局を

中心に構成されるMB（Monitoring

Board）と基準設定に係るIFRS財団

に係る問題であり、2011年から始ま

り2012年にその結果が取りまとめら

れた。なお、本節ではイタリック字

体は、本稿の主眼であるISAではな

く、IFRS関連の議論であることを

示す。）

ISAに係るガバナンスの問題は、

今後とも必要に応じて見直されるこ

とはあろうが、現在の状況は、概略、

図１．「国際監査基準の設定におけ

るガバナンス」のようになっている。

（IFRSに係るガバナンスについ

ては、次頁の図２．「国際財務報告

基準（国際会計基準）の設定におけ

るガバナンス」を参照。なお、IFRS

のガバナンスは、PaulVolcker元

FRB議長が2000年にIFRS財団の初

代の議長に就いたこともあり、相応

に確立されたものとなっていたが、

各国の監督当局や国際機関との連携

は、2005年にスタートした後発の

MG－PIOB－IFACの三層体制に比

べて必ずしも明確ではなかった。

IFRSのガバナンス体系のトップに

立つMBが導入されたのは2009年で

あり、その翌年2010年にガバナンス

の検討が始まった。この動きは、

MG－PIOB－IFACのガバナンスの

さらなる見直し論議（2012年）にも

影響した。

注意を要するのは、IFRSにおけ

るMB以下のガバナンスの体系は、

ISAにおけるMGの体系と似ている

ようにみえるが、単純な比較は誤解

を招く。すなわち、MBにおいては

IOSCOが重要な役割を果たすことは

事実だとしても、主要国の監督当局

の存在が明確である。これは、

IOSCOを中心として国際機関・組織

が取り仕切っているMGとは性格が

異なる。また、IFRS財団に係るMB

の場合、IFRSのトラスティ人事

（IASB議長を含む）について持つ権

限はトラスティがイニシアティブを

持っており、MBはそれを承認する

という形になっている。これに対し、

ISAに係るMGの場合、PIOB人事に

ついて持つ権限はMGを取り仕切っ

ているそれぞれの国際機関・組織が

重要な役割を果たしているという相

違もある。このような相違は、それ

ぞれの成立経緯が異なるという経路

依存によるが、公式にこのような相
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違を説明したものはなく、一般の人々

の理解は困難なものとなっている。

なお、ECの発言力はMB及びMG

において、それぞれ相応の影響力を

持つという点にも留意する必要があ

ろう。）

議論を本稿の主眼であるISA等に

戻せば、第二のうねりを受けて、

MGとPIOBはいち早く対応を開始し

た。2012年３月には、「IFAC改革」

のレビューに加え、そこでは触れら

れなかった問題を取り上げ、コンサ

ルテーション・ペーパーを公開して

関係者・機関の意見を求めた。その

取りまとめは、2013年３月末に公表

された16。

しかしながら、この取りまとめの

文書は、監査問題の監督関係者以外

の人々にはきわめて分かりにくい内

容になってしまった感がある17（こ

の点は、IFRSの場合においても同

様であろう）。これは、会計監査と

いう概念的なスキームにおいては、

ガバナンスの直接の関係者は問題の

具体像を脳裏に描くことができても、

関係者以外には馬の耳に念仏のよう

な響きしか持たないからである。そ

れだけに、関係者による第三者への

説明責任は重い。

いずれにせよ、これらの文書は、

MG－PIOB－IFACの三層体制の具

体的な運営問題、PIOBの運営資金

のファイナンス等の問題に加え、

GFCの過程で浮上してきた公的債務

問題に絡む国際公会計基準審議会

（IPSASB）による国際公会計基準

（IPSAS）の設定を誰が監視するか

等の問題にも触れている。

２－２．監査基準等のさらなる見直し

基準の厳格化の議論は、いくつか

の枢要な基準改訂の議論につながっ

た。ISA等については、まず、ECが

2010年から2011年にかけて監査に係

る政策文書を次々と公表した18。ち

なみに、このECの改革案のFAQに

おいては、GFCを背景としたいわば

各国版のエンロン事件として、不正

会計に関わったとされる事例に言及

している。すなわち、アイルランド

のアングロ・アイリッシュ銀行

（2008年）、 インドのサティヤム

（2009年）、米国ではリーマン・ブラ

ザーズ（2010年）、英国ではBAEシ

ステムズ（2004～2010年）、そして、

日本のオリンパス（2011年）である。

米国においても、2010年10月には、

監査法人のローテーション問題を取

り上げた米国公開企業監視委員会

（以下「PCAOB」という。）の文書

が公開され19、また、監査報告書の

あり方の問題も取り上げられた。同

様の動きは、英国のFRCにおいても

みられた。

次いで、会計基準、監査基準の厳

格化の具体論に議論が及んだ。

（IFRSではGFC直後に金融商品会計

基準等の見直しの必要が指摘され、

広範な議論に及んだ。また、最近で

は2014年に貸倒引当金に係る基準の
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改訂を行ったことが記憶に新しい。）

ISAについては、監査人が監査過程

で重要と判断した事項（KeyAudit

Matters）を「監査報告書」に記載

するという ・KAM・の議論を含めた

基準の改訂を2014年に終え、また、

倫理基準については、監査人のロー

テーションを厳格化する改訂案に対

するコメントを踏まえて、2015年に

かけて議論を進めるとともに、兼業

に係る倫理基準の改訂を2015年早々

に終えることとなっている。

上述のISAと倫理基準の議論は、

（前述のガバナンスの議論と異なり）

各方面から強い関心を集めている。

これは、これらが企業において財務

諸表を作成する関係者（preparers

と会計advisors）と作成された財務

諸表を監査する外部監査人に直接に

影響を与え、今後の監査のあり方に

大きく影響するからであろう。

２－３．第二のうねりの余波

筆者がPIOBの任期を終えた2014

年４月以降において、EUでは、監

査法人のローテーション・ルールを

含め、監査に係る「新設された欧州

規則及び改訂された欧州指令」が発

効した（実際の適用は2016年６月）。

しかし、そうこうしている間でも、

不正会計に係る監査問題は後を絶た

ない。その一例が2014年10月に急浮

上した英国の最大手（そして世界第

２位）のチェーン・ストアであるテ

スコに係る疑念である。

テスコは、2014年度前半期の利益

見通しを大きく水増し（過大表示）

したことを認めた。そして、テスコ

とその監査業務を30年行ってきた監

査法人（PwC）との牽制機能を欠い

た関係は、主要紙で強く非難された。

テスコの目的と動機、水増しの手法

等についてはデロイト監査法人が別

途独立的に調査するとともに、公的

な検査も進められている。その結果

と影響がどういうものになるかにつ

いては予断を許さないが、会計監査

のルールとその適用が最も進んでい

る英国においても、問題が多々残っ

ていることを示している。すなわち、

①被監査企業と会計監査法人の甘い

関係、②資本市場をミスリードした

財務情報の責任、また、企業ガバナ

ンスの面では、③ソフト・ローであ

るコーポレート・ガバナンス・コー

ドを支える ・complyorexplain・の

問題、④外部取締役における会計問

題の精通者の有無、等の問題である。

PIOBの立場を離れて振り返って

みると、筆者は、PIOBに対する第

二のうねりの核心が「期待ギャップ」

（・expectationgap・）、すなわち、

「監査に対する期待と現実との乖離」

に対する問題意識の具体化・尖鋭化

にあったのではないかと感じる。す

なわち、第一のうねりが「公益」の

観点から監査基準等の設定に係るデュー

・プロセス（ルールに基づく適正手

続）、透明性の重視だったとすれば、

第二のうねりは、期待ギャップを契

機とする監査基準の内容への踏込み

とみることができよう。これまでも、

この「期待ギャップ」は長年指摘さ

れ続けてきたが、エンロン事件後も

新たに生ずる監査問題の対処にGFC

が拍車をかけたのである。このよう

な踏込みは、第二のうねりの文脈の

中で議論が展開されていること、す

なわち、監査基準等が経済社会のイ

ンフラとしてますます強く認識され

てきたことの表れでもあろう。

〈注〉

１ IAASBと並んで、国際会計士倫

理基準審議会（以下「IESBA」と

いう。）の設定する倫理基準（Code

ofEthicsforProfessionalAccount-

ants、以下「倫理基準」という。）、

及び、国際会計教育基準審議会

（以下「IAESB」という。）の設定

する教育基準（InternationalEdu-

cationStandardsforProfessional

Accountants、以下「IES」という。）

もほぼ同様の動きとなっている。

２ このほか、2000年代初頭には、

GlobalCrossing、AdelphiaCom-

munications、HIH、Tyco、Vivendi、

HealthSouth等の企業問題が続き、

米国の企業社会、資本市場の鼎の

軽重を問われる事態に陥った。

３ ロイヤル・アホールドは世界有

数のチェーン・ストアだったが、

2003年に利益水増しの不正会計が

発覚し、経営トップは辞任に追い

込まれ、またニューヨーク証券取

引所の上場も廃止された。また、

パルマラットはイタリアのトップ

の乳製品企業、2003年に不正会計

が発覚し破綻する直前までは欧州

有数の多国籍企業だったが、その

破綻はイタリアの企業史上最悪の

ものとなった。さらに、スイス系

でNY証券取引所に上場した（金

融警備の複合企業である）タイコ、

フランスの（メディア・電気通信

企業の）Vivendi等の破綻もみら

れた。

４ オーストラリアでも第２位の保

険会社HIHの破綻が生じた。なお、

日本のカネボウ事件はそれより少

し遅れて2006年に生じた。

５ この間の深刻な状況は、IFAC

から委託された独立的なグループ

から成るタスクフォースが作成し

た・RebuildingPublicConfidencein

FinancialReporting－AnInterna-

tionalPerspective・2003を参照。
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このペーパーは、IFACの改革論

議においてきわめて重要な意味を

持つ。

６ MGは、IOSCO、BCBS（バーゼ

ル委員会）、IAIS（保険監督国際

機構）、世界銀行、及び、国際監

査基準の設定に強い関心を持つ欧

州委員会（以下「EC」という。）

から構成された。 また、 FSB

（1999年に設立されたFSF（金融

安定化フォーラム）はリーマン・

ショック後の2008年には国際的な

監督体制の見直しの過程でFSB

（金融安定理事会）となった）は、

PIOB発足当初から協力体制を取っ

てきている。なお、2006年に組織

されたIFIAR（InternationalForum

ofIndependentAuditRegulators、

監査監督機関国際フォーラム）は

2007年にMGのオブザーバーとし

て参加し、その後、組織体制を強

め、2011年にはMGの正式メンバー

となった。

７ SSBsにCAP（ComplianceAdvi-

soryPanel）を加えたPIACs（Pub-

licInterestActivityCommittees）

は、PIOBの監視対象に入ってい

る。これは、CAPがIFAC加盟団

体のISA、IFRS等の基準の遵守を

促進するという、実施面に着目し

ているためである。

８ 監査基準等の設定については、

MG－PIOB－PIACsの三層体制

（3-tiermodel）に立ち、PIOBの公

益の視点とPIACsの高度の専門知

識の組合せ（two-prongedpercep-

tionofPIandexpertise）で臨む

という体制となっている（PIACs

ではなく、その母体であるIFAC

として表す場合が多く、本稿では

その慣行に従う。）。そして、

PIOBは、当初８人のボード・メ

ンバーと２人のEC推薦のオブザー

バーからスタートし（2007年に

ECのオブザーバーは正式なメン

バーとなり、ボード・メンバーは

計10人）、筆者も2007年から2014

年３月までボード・メンバーに指

名された。PIOBは、前述のPIACs

に加え、PIACsの委員の指名を担

当する指名委員会（Nominating

Committee）、さらに、SSBsそれ

ぞれに付置されさまざまな外部意

見を反映する諮問助言グループ

（ConsultativeAdvisoryGroup）の

活動を監視している。なお、上記

の三層体制については、MGと

IFACとの合意をまとめたIFAC

・ReformProposals・2003を参照。

９ 前記のIFAC・Reform Propos-

als・においては、その13節（p.

24）において、2005年のPIOB発

足後５年を経過した時点でレビュー

（effectivenessreview）を行うこと

とされており、その議論は2010年

11月に完了し、その際に指摘され

た事項についてはその後MG、

PIOBとIFACの三者協議でフォロー

アップされている。

10 日本公認会計士協会「IAASBに

おけるクラリティ・プロジェクト

と日本公認会計士協会の対応につ

いて」（2010年）を参照。

11 日本公認会計士協会「倫理規則

の一部改訂（公開草案）及び独立

性に関する概念的枠組み適用指針

の一部改正（公開草案）の公表に

ついて」（2010年）を参照。

12 これらの問題に関する文書、す

なわち、PIOBCommentLetter、

PIOBSelf-AssessmentReport、及

びMGReviewNovember2010等に

ついては、PIOBあるいはIFACの

ウェブサイトで閲覧できる。また、

18項目の指摘については、その後、

MG、PIOBとIFACの三者協議で

フォローアップされている。

13 さる2014年11月のEU議会にお

けるフランシス教皇のスピーチに

おいても、EUは今や ・agrand-

mother,nolongerfertileandvi-

brant・と危ぶまれた。

14 後述のECの ・ProposalforaDi-

rectiveoftheEuropeanParliament

andoftheCouncil・（2011年11月）

にはその冒頭で次のように述べて

いる。・Themeasuresadoptedboth

inEuropeandelsewhereinthedi-

rectaftermathofthefinancialcri-

sishavemainlyfocusedonthe

urgentneedtostabilisethefinan-

cialsystem.Whiletheroleplayed

bybanks,hedgefunds,ratingagen-

cies,supervisorsorcentralbanks

hasbeenquestionedandanalysedin

depthinmanyinstances,littleorno

attentionhadbeengiventotherole

auditorsplayedinthecrisis-orin-

deedtheroletheyshouldhave

played.Giventhatmanybanksre-

vealedhugelossesfrom 2007to

2009onthepositionstheyhadheld

bothonandoffbalancesheet,itis

difficultformanycitizensandin-

vestorstounderstandhowauditors

couldgivecleanauditreportsto

theirclients（inparticularbanks）

forthoseperiods.・（下線は筆者。）

15 前記の脚注12で触れた2010年11

月のレビューのペーパーに盛られ

た18項目のうち、IESBAの議長の

独立性の要請等は、第一のうねり

の結末というより、第二のうねり

の前兆と解釈することもできる。

16 これらは、・MGStatementon

Governance・ with threeattach-
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ments（March28）、及び、・PIOB

Recommendations・withoneannex

（March28）等である。

17 2010年から2013年にかけての矢

継ぎ早の議論の展開は、会計監査

分野の関係者でも十分フォローで

きなかったように思われる。

PIOBの第８回パブリック・レポー

ト（2013年５月）は、第１章の最

初の５頁を費やしてその間の経緯

をまとめているが、筆者自身、タ

イ、マレーシア及び韓国において

講演し、この地域の関係者に丁寧

に説明せざるを得ないような状況

だった。

18 監査問題全般に触れる2010年の

・GreenPaper－AuditPolicy:Les-

sonsfromtheCrisis・は、一読に

値する。これを受けて、2011年11

月には、・Restoringconfidencein

financialstatements:theEuropean

Commissionaimsatahigherqual-

ity,dynamicandopenauditmar-

ket・及び・ProposalforaDirective

oftheEuropeanParliamentandof

theCouncil・等が公開された。

19 2011年６月のPCAOBの ・Con-

ceptReleaseonPossibleRevisions

toPCAOB Standardsrelatedto

ReportsonAuditedFinancialState-

ments・、 及び、 同年10月の

・AmendmentstoImproveTrans-

parencythroughDisclosureofEn-

gagement Partner and Certain

OtherParticipantsinAudits・等を

参照。
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（参考１）会計監査の分野における2000年前後の内外の動き

・ 1996～1999年頃：日本で会計ビッグバン（会計基準を国際基準に近づけるアプローチ）

・ 1997年末以降：日本の会計・監査に対する海外からの批判

・ 1997年末～1998年初：土地・金融資産の評価（低価・原価法の選択）問題

・ 1999年４月：OECDのコーポレート・ガバナンス原則

・ 1999年３月期決算：レジェンド（legendclause）問題

・ 2000年３月：会計基準設定主体となる民間機関FASF・ASBJの設立を発表（日本公認会計士協会、経団連等）

・ 2000年５月：IOSCOはIAS（後のIFRS）を承認（→IASC（後のIASB）に対する米国等の積極的関与）

・ 2000年６月：ECはIAS（後のIFRS）をEU域内に適用する方針を決定

・ 2000年12月：金融商品に関する多国間共同WG（JWG*）は、時価会計原則を柱とする会計基準草案を発表（農業関連資

産、負債等にも適用しようとする論理重視。無視できない反対意見も）**

・ 2001年以降：企業の不正会計問題・スキャンダル（米：エンロン、ワールドコム、仏：ビベンディ、伊：パルマラット、

蘭：ロイヤル・アホールド～日：カネボウ（2006年）、インド：サティヤム（2008年））---

・ 2003年：IFAC改革等の動きへ

* JWGには、FASB等、欧米等の会計基準設定主体の参加。日本は日本公認会計士協会。

** 2000年前後においては国内では銀行を中心に、監査人の意見表明に先立って、不良債権引当の適否、繰延税金資産の回収可能性

等の議論も。

（参考２）エンロン事件以降の推移

・ 2000年：IOSCOはIASを承認。EUのIAS基準（後のIFRS）の域内適用方針（2005年実施）

・ 2001年：IASCF・IASBの活動開始（ロンドン）。日本では、FASF・ASBJが発足

・ 2001年12月：エンロンの破綻

・ 2002年７月：企業改革法（SOX法）の導入と国際的な影響）、10月にIASBとFASBのノーウォーク合意、PCAOBが（1980

年代から監査を強化してきたASBに代わって）公開会社の監査基準設定引継ぎ・強化

・ 2003年：IFAC改革（2005年：PIOB発足（マドリード））（2010年：IFAC改革の成果の評価と今後の方向）

・ 2004年以降：EUのCESRによる米・日・加の会計基準の「同等性評価」（米・日・加とも2008年に決着）

・ 2005年：米のFASBは、IASBとの統合作業開始。また、米国は外国企業へのIFRS適用容認に関するロード・マップ案の

公表（2007年12月に前倒し、実施）

・ 2008年９月：リーマン破綻

・ 2008年11月：米国企業に対するIFRS適用（adoption）（任意・強制）のロード・マップ案の公表（11年に強制かどうかを

決定することとし、決定の場合には段階的に適用）

・ 2009年１月：IASCFに対するモニタリング・ボードの設置

・ 2009年３月：IAASBのISAsに係る「明瞭性プロジェクト」の完了（PIOBによる承認）
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・ 2009年：IASBはIAS39を2009年末までに包括的に見直す方針（IAS39、公正価値測定については、これまでIASBとFASB

が整合的な取扱いを確認。その後、金融商品の保有区分のあり方や減損等について、包括的な見直しを行う方針）

・ 2009年６月：IOSCOによるISAsに関する支持声明

・ 2009年６月：ECはISAsの議論を開始

・ 2009年６月：日本、IFRSの任意適用の道を開くとともに、2012年を目途に連結ベースでのIFRSの強制適用かどうかを決

定、決定の場合には３年の準備期間（2015/2016年実施）の声明

・ 2009年：中国は既に概ね採択しているIFRSに加えて2009年末までにISAsの採択を行う方針の公表

・ 2009年７月：「職業会計士の倫理規程（CodeofEthicsforProfessionalAccountants）」の改訂（10月東京でのIESBA

会議、その後2010年にGeorge氏からDakdduk新議長に）

・ 2010年にIFAC改革の評価。11月にKLにおけるWCOAの際に報告書：その骨子は、MGがPIOBとPIACsそしてIFACにさま

ざまな注文。

・ 2011年６月：日本「（IFRS採択については）予断を持たず総合的に判断」（自見大臣）する立場から企業会計審議会（企

画調整部会）で審議

・ 2011年：ECと米国のPCAOB（そして英国のFRC）はそれぞれ別個に監査基準の見直しの議論を開始

・ 2011年末：SECはIFRSの2014年採択について未結論（2010年に取込み（incorporation）の用語法を使用。）

・ 2012年（MB、IFRSFoundation、IASBの見直しと並行的に）MG、PIOB、PIACs等のさらなる見直し（2013年３月に

報告書）

・ 2012年７月に、SECはIFRSの米国での取込み（incorporation）に関する最終のスタッフ報告書を公表（ただし、取込み

の内容・方向性については触れず。なお、SECの決定は委員会〈ボード〉の決定を経なければならならず、スタッフ報告

書はSECの決定を拘束できない。）

・ 2013年６月に日本の企業会計審議会は「IFRSへの対応のあり方に関する当面の方針」として、「任意適用要件の緩和」、

「IFRSの適用の方法」、及び、「単体開示の簡素化」についての考え方を整理」

・ 2014年４月、欧州監査改革に関し、新設された欧州規則及び改訂された欧州指令（なお、ローテーションについては欧

州規則の規定を上限としつつ、各国でそれより短い年限を設けることができる。）

（参考３）会計・監査基準の国際的な動き�

設定主体 IOSCOの関心 ECのスタンス 米国のスタンス 日本のスタンス 備 考

IFRS

（国際財務報告

基準（IASs国際

会計基準を含

む））

1973年

IASC（先進９

か国の会計士

団体）

（2001年

→IASCF＋

IASB）

（2010年

IASCF→

IFRSF）

1987年IASCの

諮問グループ

に参加。

1993年core

standardsの提

示・要請。

2000年IASsの

承認。

2000年採択方

針。

2005年採択・

適用。

（USGAAPの設

定を1973年から

FASBが引き継

ぐ。）

2000年IASBの

指名委員会議長

にA.Levitt、

IASCF評議会議

長にP.Volcker

を送り込む。

2008年頃から

IFRSの問題意

識（～現在）。

2001年に経団連、日本

公 認 会 計 士 協 会

（JICPA） 等による財

務 会 計 基 準 機 構

（FASF）の設立とその

下の企業会計基準委員

会（ASBJ）による企

業会計基準の決定に移

行。2009年６月IFRSに

関する企業会計審議会

報告（2012年頃には適

用の是非を検討）。し

かし、2013年６月の報

告では、IFRSの適用の

考え方等について触れ

たのみで、是非につい

ては時期尚早というス

タンス。

IASCは2000年

コア・スタン

ダードを完了。

同年には、

IOSCOのエン

ドースととも

に、EUも採択

の決定。

ISA

（国際監査基準）

1980年

（IFACの）

IAPC

（2001年

→IAASB）

1992年に一度

は承認。

1993年撤回。

2009年６月

ISAsに関する

声明の発表。

2009年採択の

検討表明。

2014年 ECは

ISA採択の権

限を付与され

る （ISAの採

用は未定）。

米監査基準は米

国公認会計士協

会（AICPA）か

ら1978年にASB、

さらに2002年以

降PCAOBが公

開会社の監査基

準設定。

企業会計審議会（監査

部会）が基準設定を行

い、JICPAの監査基準

委員会が実務指針を担

当。2002年に大幅改訂。

IAASB

2009年３月に

「明瞭性プロ

ジェクト」完

了。2014年６

月、 EUはEC

にISA採択権

限の付与。
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（参考４）会計・監査基準の国際的な動き�

2005---
日

：

企
業
会
計
基
準
委
員
会
（
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
）
は
、

「
修
正
国
際
基
準
（
Ｊ
Ｍ
Ｌ
Ｓ
）
」
の
検
討
作
業

(
既
に
あ
る
日
本
基
準
、
米
国
基
準
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
に
加
え
)

日

：

２
０
１
２
年
に
上
場
企
業
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
強

制
適
用
如
何
の
決
定
の
審
議
開
始
。
そ
の
後
２

０
１
３
年
６
月
の
企
業
会
計
審
議
会
は
「
当
面

の
方
針
」
と
し
て
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
強
制
適
用
の

是
非
の
判
断
時
期
尚
早
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
任
意
適

用
数
の
積
上
げ
を
図
る
必
要

米

：

２
０
１
１
年
段
階
で
は
米
国
企
業

に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
強
制
如
何
を
決
定
す

る
予
定
だ
っ
た
が
、
２
０
１
２
年
７

月
の
ス
タ
ッ
フ
報
告
書
で
は
触
れ
ず

日

：

国
際
的
に
活
動
し
て
い
る
企
業
に

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
任
意
適
用

Ｇ

20に
お
け
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
（
以

後
、
同
様
）

Ｇ

20に
お
け
る
会
計
監
査
問
題
の
課
題

提
起

Ｇ

20に
お
け
る
会
計
監
査
問
題
の
取
上
げ

米

：

２
０
０
５
年
案
の
内
容
を
前
倒
し
し
て
２
０
０
７
年
に
実
施

米

：

米
国
外
企
業
に
対
す
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
を
容
認
す
る
案

Ｅ
Ｕ
に
お
け
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
適
用
実
施

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015/16

� � � � � � � � � � � �

縦書きは会計基準

横書きは監査基準

・IOSCO：endorsementofISAs

EC：positiveconsiderationsofISAs

・ECのグリーン・ペーパー（2011年）と

PCAOBのDoty新議長のスピーチ（2011年）

・FSBの監査問題に対する認識の高まり

・日本のBAC（企業会計審議会）：企業不正等に

対応した監査基準の改定（2013年３月）

・2014年４月EUの監査改革についてEU議会とEU理事会の合意

（ECによるISA採択権限等）

＊必須研修科目「監査の品質及び

不正リスク対応」研修教材

教材コード Ｊ０３０３７５

研修コード ３００３

履 修 単 位 １単位
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